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移植実施施設における課題解決に向けた取組について（案）

⚫ 脳死下臓器提供件数が増加する中、臓器移植手術に対応する人員の不足などを背景に、院内体制が整っていないという理由で、
臓器の移植を辞退する施設が発生している現状にある。

⚫ そのような中、第76回から第78回の臓器移植委員会において、多臓器の移植に対応し、多数の移植手術を実施する移植実施
施設の負担が大きいことが明らかとなった。

⚫ このため、今後の臓器提供者数の増加に対応できるよう、こうした施設が抱える課題を解決する方策について、移植実施施設
へのヒアリングや実態調査（※１）の結果等も踏まえた議論を行ってきた。

⚫ これらの議論を踏まえ、「臓器移植実施体制推進支援事業」等により、多数・多臓器の移植を実施している施設の体制整備を推
進していく。

⚫ 上記の事業を実施するにあたって移植実施施設に求められる要件については、これまでの議論を踏まえて、概ね以下のような
内容が妥当と考えられる。また、小児移植に特化した多数・多臓器の移植実施施設は一部別要件を設けることとする。

⚫ なお、これらの取組については、事業等の実施状況も踏まえて、随時検討を加えていく。
※１ 令和７年度厚生労働科学研究「国内の移植医療推進１０カ年戦略に関する研究」による調査

事項 具体的な内容

臓器移植の実績等
・多臓器の移植に対応でき、脳死下及び心停止後における移植実施件数が一定数以上であること。

・臓器あっせん機関に登録されている脳死下または心停止後の臓器移植を待機している患者が一定数以上いること。

人員配置

・臓器移植の経験が豊富な移植認定医、専従の認定レシピエント移植コーディネーター及び常勤の外科医を一定数以上配
置していること。

・集中治療科専門医に関して、通常の医療を行った上で臓器移植を実施するために必要な数を配置していること。

・土日祝日の体制に関して、麻酔科医や手術室対応ができる看護師を一定数配置していること。

手術室運営 ・院内で、脳死下または心停止後の臓器移植を実施する際の手術室調整に関する対応方針を定めていること。

業務分担
・臓器移植に係る一連の業務（紹介時対応、術後集中治療や退院後外来等）に関して、内科医や集中治療科専門医等との
チーム医療を行っていること。

・認定レシピエント移植コーディネーターが臓器移植に係る業務に積極的に参画していること。

地域医療機関連携
・移植実施施設ではない地域の医療機関の内科医等に対して、積極的に臓器移植に関する情報提供を実施していること。

・臓器の移植後患者の希望を踏まえつつ、紹介元等地域の医療機関に逆紹介し、連携して診療を実施していること。

教育や研究体制
・他の移植実施施設の医療従事者等を受け入れて、一定期間の養成を実施していること。

・移植医療に関する研究とその成果の公表を、一定以上行っていること。

摘出手術体制
・自らが臓器提供施設になる場合や、近隣の臓器提供施設で臓器提供が行われる場合には、臓器横断的に摘出支援を行

  えるチームを結成し、臓器を摘出する体制を整備していること。

＜要件案＞
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（参考）これまでの議論のまとめ



長崎大学 江口参考人
・ 多数の移植手術を実施している諸外国では、移植医療に関する業務のタスクシフト（内科医の参画）やサステナビリティ確保（地域による摘
出手術の支援）が行われていることから、本邦においても、今後の移植手術増加を見据えて、更に推進していく必要がある。

・ 日本移植学会内にも委員会を設置し、内科医の参画を進めているものの、日本移植学会内における内科医の数は少ない。

東京大学 佐藤参考人
・ 施設理由による辞退を減少する取組を実施し、平日は改善したが、休日（土日祝）に関しては未だ課題がある。
・ 手術枠の分散化を行い、緊急枠ではなく自科枠で移植手術を実施する体制へ変更した。
・ ドナーの平日分散化が有効であるが、通常診療への影響も課題がある。
・ 外科医だけでなく、脳死下臓器移植に緊急対応できる各部署の人材や移植後の診療ができる内科医のポスト確保には、補助金や診療報酬
など、ハイボリュームセンターへの財政的支援が必要である。

京都大学 伊藤参考人
・ 移植が入ったために延期となった他診療の患者への対応が課題である。
・ 平日の待機患者を動かすより、休日に移植手術を実施した方が対応しやすい。
・ 一部の移植実施施設に高難度な手術が集中し、人的負担等が限界に達していることから、そのような施設に対する制度的支援が必要。

東京大学 深柄参考人
・ 移植手術は、高度なスキルを持った麻酔科医、看護師、臨床工学技士等の配置を必要とし、さらに複数臓器移植に対応するためには、そうし
たスタッフを多数配置しなければならない。

・ 脳死移植では、入室時間が確実でない中、摘出された臓器をできるだけ速やかに移植するため、前後に他の手術を受け入れることが困難。
・ 休日に脳死移植を実施した場合、看護師の労務管理の観点から、平日の手術を調整せざるをえず、平日に脳死移植を実施すると、緊急手
術列を使用するため、日中に長時間救急患者の受け入れが困難となる。

・ 移植を受け入れるための人員体制の確保等にあたっては、診療報酬等の財政的支援が非常に効果的である。

臓器移植委員会 笠原委員
・ 小児移植に関しては、移植後患者に対して心理・社会的側面も含めた支援を生涯にわたって実施していく必要があるなど、成人とは異なる

          部分にも配慮した体制整備が必要であり、小児に症例が集約するような移植施設に対して何らかの支援を行うべき。
・ 小児がん医療は、地域医療計画や拠点化等により国が支えており、移植医療も同じように、診療報酬の加算の議論だけでなく、医療提供体

          制の設計まで検討すべき。

移植実施施設の関係者等に対するヒアリングのまとめ

ヒアリング内容のまとめ ※ 主なご意見を事務局で整理したもの。

⚫ 第76回から第78回の臓器移植委員会において、移植実施施設の関係者等に対してヒアリングを実施。

⚫ ハイボリュームセンターの体制を充実し、外科だけでなく内科等の他診療科やスキルを有する他職種の配置を支援すべきとの
意見をいただいたほか、小児移植に特化した施設への支援も行うべきとの意見をいただいた。
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移植実施施設に対する調査結果の概要①

※１ 令和７年度厚生労働科学研究「国内の移植医療推進１０カ年戦略に関する研究」による調査。

※２ 小腸については、年間実施件数が他臓器と比較し極端に少ないため除外している。

※３ 心臓・肺・肝臓・膵臓・腎臓のうち４臓器以上の移植を実施している９施設35診療科から回答集計。それ以外の施設は６９施設８８診療科から回答集計。なお、小腸については、年間実施件数が他臓

器と比較し極端に少ないため除外している。

※４ 公益社団法人日本臓器移植ネットワークの提供データ（令和７年４月末時点）

⚫ 第77回及び第78回の臓器移植委員会で示した移植実施施設への調査（※１）結果の概要は以下のとおり。

（多数・多臓器の移植を実施する施設の体制）
・心臓、肺、肝臓、膵臓、腎臓のうち３臓器以上の移植実施施設（※２）においても、移植実施件数には大きな差があり、特に多くの臓器移植を行

う施設はすべて４臓器以上の移植に対応していた。

・心臓、肺、肝臓、膵臓、腎臓のうち４臓器以上の移植を実施し、かつ過去５年間の脳死ドナーからの移植実施件数が100件以上の施設にお

ける人員体制に関して、それ以外の移植実施施設と比べて（※３）、移植認定医数、麻酔科医の当直・オンコール人数や認定レシピエント移植

コーディネーター の人数が多く、概ね以下の体制を満たしていた。また、移植待機患者数も１００名以上（※４）であった。

（手術室運営）
・心臓、肺、肝臓、膵臓、腎臓のうち４臓器以上の移植を実施している施設のうち、74％の診療科では、平日に臓器移植手術を行う場合、自

  科の予定手術を翌日以降に延期して死体移植を行っており、57％の診療科で自科の手術枠がない曜日においては他科の手術枠を用いて

移植手術を実施していた。

・心臓、肺、肝臓、膵臓、腎臓のうち４臓器以上の移植を実施している施設は、それ以外の施設と比較して、手術室を調整する一定の仕組みが

導入されている割合が高かった。 （※３）

（臓器移植に係る業務分担の現状）
・心臓、肺、肝臓、膵臓、腎臓のうち４臓器以上の移植を実施している施設は、それ以外の施設と比較して、認定レシピエント移植コーディ

  ネーターが臓器あっせん機関との連絡調整や院内における摘出手術に関する調整等に係る業務を担う割合が高かった。 （※３）

・紹介時対応や退院後１年以内の術後外来等の内科的業務をはじめとした業務について、心臓の移植実施施設においては内科が中心となっ

 て担っているが、心臓以外の臓器の移植実施施設においては外科が中心となって担っていた。

移植体制 移植認定医 移植経験数豊富な移植認定医を10名以上配置

認定レシピエント移植コーディネーター（認定RTC） 専従の認定RTCを適切な数設置（4名程度以上が望ましい）

手術・集中治療体制 外科医 常勤の外科医を35名以上配置

集中治療専門医 通常の医療を行った上で移植を受け入れるために必要な数配置（７名程度以上が望ましい）

土日祝日の体制構築 麻酔科医の当直人数 ２名

麻酔科医のオンコール人数 ２名

手術室看護師のオンコール人数 ２名

調査結果の概要①
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移植実施施設に対する調査結果の概要②

（地域の医療機関との連携）
・地域の医療機関から移植患者の紹介が多い理由として、地域の内科医が移植医療（移植適応等）について十分に理解していることがあげら

れた。

・心臓、肺、肝臓、膵臓、腎臓のうち４臓器以上の移植実施施設は、それ以外の移植実施施設と比べて、移植後患者を地域の医療
機関へ逆紹介している診療科の割合が高かったが、一方で地域の医療機関への情報提供が十分でない傾向が確認された。（※２）

・移植実施施設が逆紹介を行わない理由として、「地域の医療機関では十分な診療が困難」と回答する診療科が多かった。

（教育・研究体制の現状）
・心臓、肺、肝臓、膵臓、腎臓のうち４臓器以上の移植実施施設のうち、50％以上が院外の医療従事者の受入や教育を実施した経験を有して

いた。（※２）

・心臓、肺、肝臓、膵臓、腎臓のうち４臓器以上の移植実施施設は、それ以外の移植実施施設と比べて、移植に関する英文の論文執
筆数が多かった。 （※２）

（臓器摘出手術体制）
・心臓、肺、肝臓、膵臓、腎臓のうち４臓器以上の移植実施施設のうち、約３割程度の診療科が臓器摘出チームを派遣した後でも死体臓器移

植を２列並列で実施可能と回答している。（※２)

・心臓、肺、肝臓、膵臓、腎臓のうち４臓器以上の移植実施施設において、約６割の程度の診療科が、摘出手術に割く人員の削減を希望した。

・臓器摘出手術において改善すべき点や課題に関する質問に対して、業務量に見合った給与になっていないということや機材搬送の負担

  を軽減して欲しいという回答が多かった。

・一般社団法人日本移植学会が行っている「互助制度」の利用状況について、腹部臓器（肝臓、膵臓、腎臓）には約６０％の診療科で利用され

  ていたが、胸部臓器（心臓、肺）においては約２０％と利用率は低かった。

・摘出医やコーディネーター以外の臓器搬送業者による臓器搬送（企業搬送）の仕組みを活用する頻度に関して、特に肺、肝臓、腎臓で使用

頻度が高かった。

⚫ 第77回及び第78回の臓器移植委員会で示した移植実施施設への調査（※１）結果の概要は以下のとおり。

調査結果の概要②

※１ 令和７年度厚生労働科学研究「国内の移植医療推進１０カ年戦略に関する研究」による調査
※２ 心臓・肺・肝臓・膵臓・腎臓のうち４臓器以上の移植を実施している９施設35診療科から回答集計。それ以外の施設は６９施設８８診療科から回答集計。

7



0

100

200

300

400

心 肺 肝 膵 腎

⚫ これまで、臓器あっせん機関の改革に取り組んできたところであるが、あっせんされた臓器が臓器移植を必要とする患者に

適切に移植されるためには、移植実施施設側の受け入れ体制の強化に取り組むことが必要。

⚫ 臓器移植委員会の議論において、複数の臓器の移植に対応し、多くの症例が集中する医療機関の負担感が強く、より一層症

例を受け入れられるよう、体制強化が必要であるとの御意見をいただいている。

⚫ 多臓器・多症例の移植を行う施設（心臓・肺・肝臓・膵臓・腎臓※１のうち３臓器以上の移植を実施している施設）について、 

100件以上/５年間の施設では、①外科医40名以上、②待機患者100名以上、③移植認定医数/外科医数が約3割であった。

（参考） 多臓器の移植実施施設における傾向

※１ 小腸については、年間実施件数が他臓器と比較し極端に少ないため除外している。   ※２ （公社）日本臓器移植ネットワークHP上の公開データから、移植医療対策推進室にて集計。
※３ 日本移植学会HPで公開されている移植認定外科医を、各施設HPと照合し、移植医療対策推進室にて集計。 ※４ 施設の各診療科HPにおける助教（成育:常勤の医員）以上の医師数を、移植医療対策推進室にて集計。

※５ （公社）日本臓器移植ネットワーク提供データ（令和７年4月末日時点）。    ※６ 各施設内HPにおける公開データを、移植医療対策推進室にて集計。局所麻酔・日帰り手術も含む。
※７ 令和6年度のDPCの評価・検証等に係る調査結果におけるデータ。
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心臓・肺・肝臓・膵臓・腎臓のうち３臓器以上の移植を実施している施設における過去5年間（R2～R6）の移植総数（脳死）※２

４臓器以上の移植実施施設を赤字で示す。

211

35８過去5年間の移植総数（脳死）
100件以上

3833333221151211

厚生科学審議会疾病対策部会
臓器移植委員会（第78回） 資料３

令和８(2026)年４月15日
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臓器移植委員会においていただいた主な御意見

（人員体制等）

・ 多数、多臓器の移植を実施する施設への支援の要件を検討するに当たって、特に人員配置に関して、手術室運営は移植以外の手術との

関係性も十分に考慮する必要がある。（小野委員）

・ 認定レシピエント移植コーディネーターが専従で複数人配置できれば、移植医の負担軽減につながり得る。（複数の委員）

・ 認定レシピエント移植コーディネーターの業務を明確化し、教育システムを定型化すべき。 （複数の委員）

・ 認定レシピエント移植コーディネーターは、移植医療の質を担保するために重要で、配置が可能となるよう費用措置をすべき。（笠原委員）

・ 教育を受けた認定レシピエント移植コーディネーターがキャリアとして継続することができているかについて調査をするべき。（外園委員）

・ 移植医療の質を更に高める観点から、移植前後の外来は、内科医に診療してもらう方が良い。（見目委員）

（地域の医療機関との連携）

・ 移植医等が、広く地域の医療機関に対して、移植医療に関する情報提供に努めていくべき。（磯部委員）

・ レシピエントは、移植後に長く地域で生活するため、地域の医療機関と連携して患者をフォローアップする体制を構築すべき。（秋山委員）

（その他）

・ 多数、多臓器の移植を実施する施設に負担が集中しているため、人員体制等が強化できるよう、このような施設に対して財政的な支援等

   を実施すべき。（複数の委員）

・対象が数施設に限定されるような特に移植件数・対応臓器数の多い施設に限定せず、全体の底上げにつながるよう、もう少し支援する対象

を拡げるべき。（複数の委員）

・ 多数、多臓器の移植を実施する施設への支援を行うに当たって、小児の移植医療の提供体制は成人とは異なるため、小児移植の特性も勘

案すべき。（笠原委員）

・ まずは多臓器移植に対応できるハイボリューム施設を拠点として整備し、その次の段階として、ミドルボリュームの移植実施施設を整備し、

  ネットワーク化すべき。（外園委員）

・ 実績のある移植実施施設で教育を受けた医師等が自施設に戻った後に活躍できるような仕組み作り等を検討すべき。（外園委員）

・ 休日に臓器提供が集中している現状を解決し、平日へ分散させる観点から、臓器提供施設へのヒアリング等も実施すべき。（複数の委員）

・ 平日への分散を進めていくに当たっては、平日診療へ影響してしまうことが大きな課題である。（複数の委員）

・ 移植を実施するための病床を確保した場合における何らかの財政的支援を検討すべき。（武冨委員）

・ 生体移植に対する支援も検討していくべき。（笠原委員）

⚫ 第76回から第78回の臓器移植委員会において、委員からいただいた主な意見は以下のとおり。

委員からの御意見 ※ 主なご意見を事務局で整理したもの。
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